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厚生労働省指定通信教育
障害者に対する支援と障害者自立支援制度
（2021年度：課題①）
問題　1　障害者福祉制度の発展過程に関する次の記述のうち、最も適切なものを１つ
選びなさい。
1　児童福祉施設入所中に18歳以上となる肢体不自由者が増加する問題に対応するため、身体障害者福祉法が制定された。 

2　学生や主婦で任意加入期間中に国民年金制度に加入していなかったために無年金になった障害者を対象に、障害基礎年金制度が創設された。 

3　障害者自立支援法の実施により難病も法の対象となった
4  障害者の権利条約批准のため、障害者差別禁止法などの国内法が整備された。
5  障害者総合支援法の施行により、同法による障害の範囲に発達障害が新たに含まれた。
（注）「障害者差別解消法」とは、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」
のことである。
問題　2　事例を読んで、国際生活機能分類（ＩＣＦ）の「参加制約」に該当するものとして、最も適切なものを1つ選びなさい。 
〔事　例〕
Ｅさん（49歳，男性）は、脳性麻痺で足が不自由なため、車いすを利用している。25年暮らした障害者支援施設を退所し、1年がたつ。本日、どうしても必要な買 物があるが、支援の調整が間に合わない。その場での支援が得られることを期待して、一人で出掛けた。店まで来たが、階段の前で動けずにいる。
1  脳性麻痺で足が不自由なこと 

2  階段があること 

3  支援なしで外出できること 

4  店で買物ができないこと 
5  障害者支援施設を退所したこと
問題　3　指定障害福祉サービス事業者に関する次の記述のうち、適切なものを1つ選び
なさい。
1  指定障害福祉サービス事業者の指定は、国が行う。
2  指定障害福祉サービス事業所に配置する人員の基準は、事業者の事情に応じて各が決めることができる。
3  指定障害福祉サービス事業者は、サービスの質の評価を行い、サービスの質の向上に努めなければならない。
4　指定障害福祉サービス事業者の指定に有効期限は設定されていない。
5　指定障害福祉サービス事業者は、事業所を運営している市町村内での広告が義務づけられている。
問題　4　特別支援教育に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1  盲学校・聾学校・養護学校において、一人一人の教育的ニーズに応じた特別支援教育
を行う。
2  ほとんどの授業を通常の学級で受けながら、障害の状態などに応じた特別の指導の場
（通級指導教室）で授業を受ける児童生徒数は、年々減少している。
3  特別支援学級を設けることが出来るのは、従来の特殊学級と同様に、小学校、中学校
である。
4  1994年、スペインのサマランカで開催された会議で「特別ニーズ教育」と「インテグ
レーション」という新しい考え方が示された。
5  文部科学省の調査（平成14年）によれば、小・中学校の通常の学級に在籍する学習
障害（LD）、注意欠陥多動性障害（AD/HD）、高機能自閉症など、特別な教育的支援を必
要とする児童生徒数は、全体の約6％程度である。
問題　5　障害及び障害者の法的定義に関する次の記述のうち、誤っているものを１つ
選びなさい。
1　障害者雇用促進法の障害者の定義は、身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。第6号において同じ。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）があるため、長期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者をいう。
2　障害者基本法による障害者とは、「身体障害、知的障害又は精神障害があるため継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者」をいう。
3　身体障害者福祉法による身体障害者とは、「別表に掲げる身体上の障害がある18歳以上の者であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けた者」をいう。
4　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による精神障害者とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。
5　発達障害者支援法による発達障害とは、「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が、通常低年齢において発現するものとして政令で定めるもの」をいう。
問題　6　障害者スポ－ツに関する次の記述のうち、最も適切なものを1つ選びなさい。
1　スペシャルオリンピックスは、オリンピックの直後に当該開催地で行われる。
2　パラリンピックは、ドイツの病院で行われた脊髄損傷者が参加する競技会がきっ
かけとなった。
3　デフリンピックは、聴覚障害者による国際スポ－ツ大会として誕生した。
4　ゆうあいピックは、全国障害者スポ－ツ大会から独立誕生した。
5　フェスピック競技大会は、発達障害者を対象に展開された。
問題　7　障害者総合支援法に基づく専門職に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1　相談支援専門員の要件としては、障害分野の実務経験と介護支援専門員（ケアマネージャー）の資格が必要となる。
2　サービス管理責任者は、運営管理業務が中心であるため、従業員への助言や技術指導は行うが、療養介護計画といった個別支援計画の作成は業務として位置づけられていない。
3　生活支援員は、居宅介護、重度訪問介護、及び重度障害者包括支援を提供する事業所などに主に配置されている。
4　相談支援専門員は、一般的な相談支援を行うと共に複数のサービスを計画的・継続的に利用する必要があり、地域生活支援を希望する障害者に対する相談支援（ケアマネジメント）を行う。
5　居宅介護従業員は、身体介護や家事援助などを提供すると同時に、必要に応じたピアカウンセリングもその業務の一部に位置づけられている。
問題　8　障害者総合支援法に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1　地域活動支援センターは、障害者等をセンターに通わせ、創作的活動または生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等を担う施設である。
2　生活介護は、障害者に対して居宅において、入浴、排泄または食事の介護等を提供する。
3　訓練等給付費及び特例訓練等給付費の支給は、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助、施設入所支援の給付である。
4　就労継続支援は、A型（雇用型）とB型（非雇用型）に分かれ、A型に関しては、利用期限が定められている。
5　都道府県は、指定相談支援事業者からサービス利用計画作成費の請求があったとき、審査した上で指定相談支援に要した費用を支払う。
問題　9　身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に関する記述のうち、最も適切なものを1つ選びなさい。
1  身体障害者福祉法において、障害者手帳の有効期限は3年間と規定されている。 
2  知的障害者福祉法では、知的障害者更生相談所の業務として必要に応じて補装具の処方を行うことが規定されている。　　　　　　
3　知的障害者福祉法において、療育手帳の交付が規定されている。　 

4  知的障害者福祉法において、知的障害者更生相談所には社会福祉主事を置かなければならない。
5　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律において、精神障害者保健福祉手帳の有効期限は2年間と規定されている。
問題　10　「バリアフリー新法」に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1 「バリアフリー新法」は、国や地方公共団体の責務に加え、「国民の責務」を定め、法の対象となる高齢者等の自立した日常生活、社会生活を確保することの重要性の理解と、円滑な移動・施設利用への協力を努力義務とした。
2　「バリアフリー新法」は、高齢者や障害者が移動のために車椅子などの用具を使用したまま乗車できる車両（福祉タクシー）を、「交通バリアフリー法」に引き続き対象としている。
3　「バリアフリー新法」は、「高齢者、障害者等」として障害を身体障害に限らない表現となったが、実質的には円滑な移動に障害のある身体障害者のみが対象とされている。
4　「バリアフリー新法」では、都道府県が策定する「移動等円滑化基本構想」の作成に、当事者である住民が参加したり提案したりすることが出来るようになり、住民参加が前進した。
5　「バリアフリー新法」は、市町村の責務として、教育活動や広報活動を通じて移動等円滑化の促進に関する住民の理解を深め、住民の協力を求めることを規定している。
（注）「バリアフリー新法」とは、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する
法律 」のことである。また、「交通バリアフリー法」とは、「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」のことである。
問題　11　事例を読んで、社会福祉士の対応に関する次の記述のうち、最も適切なものを1つ選びなさい。
〔事例〕
Ｂさん（45歳、女性）は、身体障害者手帳2級を所持している。最近、日常の家事が十分にできなくなったので、「障害者総合支援法」に基づく居宅介護を利用したいと考えて、知り合いの社会福祉士に尋ねた。
1　指定医師の診断書が必要であることを説明する。
2　障害支援区分の認定を受ける必要があることを説明する。
3　すぐに居宅介護事業所とサービスの利用契約書を取り交わすように説明する。
4　医師の意見書を持って相談支援事業所に行くように説明する。
5　Ｂさんのサービス利用の希望を介護支援専門員（ケアマネージャ－）に伝えておくと説明する。
（注）「障害者総合支援法」とは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」のことである。
問題 12 広汎性発達障害の特性として、正しいものを1つ選びなさい。
1　親の育て方による障害。
2　コミュニケーションの障害。
3　その症状が通常成人期以降に発現する。
4　読む事、書く事などの特定の能力の習得に困難な面がある。
5　知的障害を伴う。
問題　13　障害者総合支援法に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1　応益（定率）負担の考え方を継続した。
2　補装具費の支給手続きは都道府県が行う。
3　障害福祉計画の策定は市町村の任意である。
4　自立支援医療の「育成医療」の実施主体は市町村である。
5　就労移行支援に利用期限はない。
問題　14　「障害者総合支援法」に基づく就労継続支援Ｂ型のサ－ビスの利用に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1　障害支援区分の認定が必要である。
2　暫定支給決定の仕組みがある。
3　サ－ビスの利用者負担がない。
4　利用者は、通常の事業所に雇用される事が可能な障害者でなければならない。
5  利用期間について法令上の定めがない。
問題　15　障害者手帳に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1  療育手帳は、発達障害者支援法に基づき交付される。
2  療育手帳の交付の申請は、知的障害者更生相談所長に対して行う。
3  身体障害者手帳は、肝機能障害にも交付される。
4  手足の麻痔や音声・言語障害のない高次脳機能障害は、身体障害者手帳の交付
対象である。
5  精神障害者保健福祉手帳の更新は、5年ごとに行わなければならない。
問題　16　障害者基本法に関する以下の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1  障害者基本法は、全ての障害者が障害の有無によって分け隔てられることなく相互に社会的立場を尊重し合いながら、自助努力によって支える社会を実現することを目的としている。
2　障害者基本法で定義する障害者は、身体障害者及び知的障害者である。
3　障害者基本法では、社会的障壁の除去について、それを必要としている障害者が現に存在し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときには、その実施について必要かつ合理的な配慮がなされなければならないとしている。
4　障害者基本法における社会的障壁は、障害がある者にとって障壁となるような社会通念及び制度のみを指している。
5　防災及び防犯についての施策は、障害者基本法の基本的施策に含まれていない。
問題　17　「障害者の虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」に関する以下の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1　養護者によって障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者は、速やかに、都道府県知事に通報しなければならない。
2　都道府県知事は、毎年度、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の状況、虐待があった場合にとった措置等を公表しなければならない。
3　市町村障害者虐待防止センターの長は、精神障害者、知的障害者に対する後見開始等
の審判の請求をすることができる。
4　都道府県及び都道府県障害者権利擁護センターは、使用者による障害者虐待の通報を
受けたときは、公共職業安定所（ハローワーク）に報告しなければならない。
5　地域の住民による虐待は、この法律における障害者虐待にあたる。
問題　18　「障害者差別解消法」に基づく対応として、最も適切なものを1つ選びなさ
1　車いすを使用している障害のある人がバスに乗車する時に、介助を依頼された乗務員が身体障害者手帳の提示を求めて、乗車を許可した。
2　聴覚に障害のある人が市の窓口に来たときに、窓口担当者が手話通訳者と一緒に来るよう伝えた。
3　視覚に障害のある人がレストランに一人で入った時に、店員が介助者と一緒に来るように求めた。
4　知的障害のある人が市役所の会議に出席した時に、本人の申し出に応じて、わかりやすい言葉で書いた資料を、主催者が用意した。
5　精神障害のある人がアパートの賃貸契約をする時に、不動産業者が医師の診断書提出を求めた。
（注）「障害者差別解消法」とは、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」のことである。
問題　19　「精神保健福祉法」に規定された精神障害者の入院形態として、正しいものを
1つ選びなさい。
1　緊急措置入院とは、急速を要し、措置入院に係る手続きをとることができない場合に行う入院である。
2　措置入院とは、精神保健指定医の判断によって、本人、保護者の同意を得て、72時間に限り行う入院である。
3　医療保護入院とは、本人自らの意思に基づく入院である。
4　任意入院とは、精神保健指定医から入院が必要と判断された場合に、保護者の同意に基づいて行う入院である。
5　応急入院とは、本人、保護者の同意がなくても、都道府県知事が認めた場合に行う入院である。
（注）「精神保健福祉法」とは、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」のこと
である。
問題　20　障害者総合支援法に規定されている特定相談支援事業として行うこととされているものを2つ選びなさい。
1  基本相談支援
2  障害児相談支援
3  地域移行支援
4  地域定着支援
5  計画相談支援
問題　21　G君(12歳。男性)は現在，小学校に通学しでいる。小さい頃から、集中力が乏しい、じっとしていられない、順番が待てないなどの症状が指摘されていた。また、
このような行動に対して友人や周囲の大人から注意を受けることが多く、自信が持てないでいた。心配した母親は、紹介を受けて発達障害者支援センターに相談することにした。Ｇ君に対する支援方法の助言として、最も適切なものを１つ選びなさい。
1　一度に多くの指示を伝える。
2　他者との交流を回避する。
3　集中できる環境をつくる。
4　比喩を用いた会話を促す。
5　視覚に強い刺激を与える。
問題　22　地域における障害者の自立支援システムに関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1  地域活動支援センタ－は、障害者の医学的、心理的判定を行う。
2　基幹相談支援センターは、都道府県が設置する。
3　身体障害者相談員は、厚生労働大臣が委嘱する。
4　障害程度区分の審査・判定は、市町村が行う。
5　利用者負担の額は、市町村障害福祉計画によって決められる。
問題　23 「障害者総合支援法」における補装具として、正しいものを1つ選びなさい。
1　車椅子
2　手すり
3　スロープ
4　床ずれ防止用具
5　簡易浴槽
（注）「障害者総合支援法」とは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」のことである。
問題　24　障害者総合支援法に関する次に記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。　　　　　　　　　　　1　財源は税方式である。
2　自立訓練は無期限である。
3　利用者負担が、応能負担から、応益負担に変更された。
4　地域包括支援センターの設置が、市町村に義務づけられた。
5　重度肢体不自由者に対する重度訪問介護が創設された。
問題　25　障害者虐待防止法に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1　対象となる虐待の範囲は、身体的虐待、心理的虐待、ネグレクトである。
2　市町村は、虐待に対応するために地域包括支援センタ－の設置を義務づけた。
3　養護者による虐待に対しては、市町村が通報を受けて、身体障害者更生相談所または知的障害者更生相談所が対応する事とされている。
4  施設サ－ビスでの従事者による虐待は対象となるが障害者の雇用主による虐待は対象にならない。
5　医療機関の管理者は，医療機関を利用する障害者に対する虐待を防止するために必要な措置を講ずることとされている。              
問題　26　「平成28年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態
調査）」における障害者の実態に関する次の記述のうち最も適切なものを１つ選び
なさい。
1　身体障害者手帳所持者のうち、65歳以上の者が2分の1を超えている。
2　障害者手帳の種類別にみると、身体障害者手帳の所持者数が最も多い。
3　療育手帳所持者は、前回の調査時（平成23年）より減少している。
4　精神障害者保健福祉手帳所持者のうち、最も多い年齢階級は「20歳～29歳」である。
5　身体障害者手帳所持者のうち、障害の種類で最も多いのは内部障害である。
問題　27　2012年に改正された児童福祉法に基づく障害児サ－ビスの再編に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1　障害児入所支援費は、市町村に支給申請することとなった。
2　情緒障害児短期治療施設の入所サービスは、障害児入所支援となった。
3　肢体不自由児通園施設の通所サービスは、障害児通所支援となった。
4　放課後等デイサービスは、児童デイサービスとなった。
5　第一種自閉症児施設の入所サービスは、医療型児童発達支援となった。
問題　28　ソ－シャルインクル－ジョンの理念として、最も適切なものを1つ選びなさい。
1　障害者の意見や考えを援助者が代弁する。
2　すべての人を社会の一員として包み込み、ともに支え合う。
3　同年代の障害がない人の生活と同じような生活が出来るように援助する。
4　問題解決能力を抑圧された人々の主体性を回復する。
5　奪われたすべての権利を回復し、その人にふさわしい生活を取り戻す。
問題　29　障害者の法律上の定義に関する次の記述のうち、正しいものを1つ
選びなさい。
1  障害者基本法における「障害者」には，一時的に歩行困難になった者も含まれる。
2  発達障害者支援法における「発達障害者」とは、発達障害がある者であって発達障害及び社会的障壁により日常生活又は社会生活に制限を受けるものをいう。 

3 「障害者総合支援法」における「障害者」は、 20 歳以上の者とされている。
4  知的障害者福祉法における「知的障害者」とは、児童相談所において知的障害であると判定された者をいう。 

5 「精神保健福祉法」における「精神障害者」とは、精神障害がある者であって精神障害及び社会的障壁により日常生活又は社会生活に制限を受けるものをいう。
問題　30　事例を読んでC君が利用できる｢障害者総合支援法｣に基づく障害福祉サービスとして、最も適切なもの1つ選びなさい。
〔事例〕
	Ｃ君（10歳、男児）は、自閉症を伴う知的障害があり、特別支援学校小学部第4学年に在学中である。以前、障害福祉サービスの利用を申請し、障害支援区分3（行動関連項目の合計点は10点）の認定を受けていたが、現在、サービスは利用していない。最近になって、時々激しい自傷行為や物を壊す行動がみられるようになり、両親は、Ｃ君が日常生活を安全に過ごす方法として、障害福祉サービスの利用を検討している。


1　生活介護
2　重度訪問介護
3　療養介護
4　行動援護
5　同行援護
問題　31　児童福祉法における障害児支援に関する次の記述のうち、正しいものを1つ 
選びなさい。
1　児童発達支援は、身近な地域の障害児支援の専門施設として、地域の障害児やその家族の相談等を行う。
2　保育所等訪問支援の目的は、障害が疑われる児童の早期発見である。
3　放課後等デイサービスは、通学中の障害児に対して放課後に生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流などを図るためのサ－ビスを提供することをいう。
4　福祉型障害児入所施設は、医療の提供が必要な障害児を対象としている。
5　児童発達支援センタ－には、福祉型児童発達支援センタ－、医療型児童発達支援
センタ－、発達障害者支援センタ－の三つがある。
問題　32　障害者福祉制度の歴史的展開に関する次の記述のうち、正しいものを1つ
選びなさい。
1　国連で定めた国際障害者年（1981年（昭和56年））のテ－マは、「万人のための社会に向けて」であった。
2　「障害者虐待防止法」（2011年（平成23年））における障害者虐待には、障害者福祉施設従事者によるものは除外された。
3　「障害者雇用促進法」の改正（2013年（平成25年））では、雇用分野における障害を理由とした不当な差別的取り扱いの禁止について、民間事業者に法的義務を課した。　　　　　
4　障害者自立支援法（2005年（平成17年））により、身体障害者福祉法は廃止された。
5「障害者差別解消法」（2013年（平成25年））では、発達障害者は対象にならない。
（注）「障害者差別解消法」とは、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」ことである。
問題　33　「障害者総合支援法」の実施にかかわる関係機関の役割に関する次の記述のうち、正しいものを1つ選びなさい。
1　市町村は、障害福祉事業者の指定を行う。
2　都道府県は、障害支援区分の認定を行う。
3　国民健康保険団体連合会は、都道府県から委託を受けて介護給付費等の支払業務を
行う。
4　市町村は、補装具の支給を行う。
5　公共職業安定所（ハロ－ワ－ク）は、障害支援区分の認定を行う。
問題　34　2005年（平成17年）に制定された障害者自立支援法の内容として、正しい
ものを１つ選びなさい。
1 各法律に分かれていた障害者施策を、身体障害、知的障害、精神障害だけでなく
難病も含めて一本化した。
2　既存の障害者施設サ－ビスを、２４時間型のサ－ビスとして強化した。
3　新たな就労支援事業として、就労移行支援を創設した。
4　対象者の障害程度区分にかかわらず、全てのサ－ビスを利用できるようにした。
5　安定的な財源確保のため、介護保険財源からの調整交付金制度を導入した。
　  
問題　35　事例を読んで、Gさんの入院に対する対応として、適切なものを1つ選び
なさい。
〔事　例〕
	Ｇさん（28歳）は精神障害があり、家族はいない。過去に放火したため「医療観察
法」による通院処遇を3年間受けて2年前に裁判所から処遇終了の決定を受けている。現在は地域活動支援センタ－を利用している。最近、Ｇさんの状態が悪化したため、通院している精神科病院で精神保健指定医の診察を受けたところ、「自傷他害のおそれはないが入院が必要」と診断された。Ｇさんは入院に同意できる状態ではないが、後見人は入院に同意している。


1　「医療観察法」による鑑定入院の命令
2　「医療観察法」による入院処遇の決定
3　「精神保健法」による同意入院
4　「精神保健法」による医療保護入院
5　「精神保健法による」応急入院
（注）1「医療観察法」とは、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律」のことである。
2「精神保健福祉法」とは、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」のことである。
問題　36　知的障害者更生相談所の業務などに関する次の記述のうち、最も適切な
ものを１つ選びなさい。
1　緊急時に知的障害者の一時保護を行う。


2　知的障害者の医学的、心理学的及び職能的判定を行う。
3　成年後見人の選任を行う。
4　社会福祉士を配置しなければならない。
5　精神保健福祉士を配置しなければならない。　　　　
問題　37　1960年代後半からアメリカで展開した自立生活運動に関する記述のうち、適切なものを1つ選びなさい。
1　障害者自身の選択による自己決定の尊重を主張している。
2　障害者の自立生活は、施設や病院で実現されるとしている。
3　「ゆりかごから墓場まで」の実現にむけた制度設計を目指している。
4　障害者が機能回復を図ることを「自立」としている。
5　介護者を生活の主体者として捉えている。
問題　38 「障害者総合支援法」に基づく就労継続支援Ａ型のサービスの利用に関する
次の記述のうち、最も適切なものを１つ選びなさい。
1　障害支援区分の認定の必要はない。　
2　暫定支給決定の仕組みがない。
3　サービスの利用者負担は不要である。
4　利用者は、通常の事業所に雇用されることが可能な障害者でなければならない。
5　利用期間について法令上の定めがある。
問題　39　相談支援専門員の業務として、適切なものを１つ選びなさい。
1　障害支援区分の審査判定を行う。　　　　‘。
2　就労に必要な能力を高める訓練を行う。
3　サービス等利用計画を作成する。
4　個別支援計画を作成する。
5　外出時の移動介護を行う。
問題　40 「障害者総合支援法」における、協議会の運営の中心的役割を担うこととされている機関として、最も適切なものを１つ選びなさい。
1　身体障害者障害者更生相談所
2　障害者就業・生活支援センタ
3　地域生活定着支援センタ－
4　市町村障害者虐待防止センター
5　基幹相談支援センター
問題　41 「障害（児）者の生活上の問題を明らかにした上で、これからの障害（児）者保健福祉やその『自立』に求められる支援体制及び相談援助のありかたについて考察しなさい」  　　                    　　　
〔学校指定原稿用紙使用・５枚以上７枚以内〕
提出要領
①提出期間：4月～5月
②使用用紙：学校指定解答用紙、及び学校指定原稿用紙
③その他注意事項： 論述のポイント（視点）を絞ることは重要ですが、必ず全体との関係や位置を考えてください。さらに、教科書的な一般論だけでなく、自分の意見や考え方を加える努力をしてください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人　華頂会　華頂社会福祉専門学校　　　　　　
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